
核融合科学研究所周辺環境の保全等に関する協定書（案） 

 

岐阜県（以下「甲」という。）、土岐市、多治見市及び瑞浪市（以下これらを「乙」という。）と大

学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所（以下「丙」という。）は、丙が土岐市下石

町地区内の研究施設（以下「研究施設」という。）において研究を推進するにあたり、研究施設の周

辺環境の保全に努めるとともに、乙の住民の安全を確保するため、次のとおり協定を締結する。 

 

（関係諸法令等の遵守） 

第１条 丙は、関係諸法令等を遵守し、研究施設の周辺環境の保全のために万全を期さなければなら

ない。 

２ 丙は、放射線管理を徹底し、研究施設の敷地境界において年間５０マイクロシーベルト以下の線

量を遵守するものとする。 

３ 丙は、トリチウムを使用した核融合 

実験は行わないものとする。 

（放射性物質等の保管管理） 

第２条 丙は、放射性物質等の保管及び管理に当たっては、法令等を遵守し、乙の住民の安全を確保

するための適切な措置を講ずるものとする。 

（公害の防止及び環境保全） 

第３条 丙は、研究に伴って生ずるおそれのある大気の汚染、水質の汚濁等の公害を防止するため必

要な措置を講ずるものとする。 

（周辺環境の監視・測定の実施等）  

第４条 丙は、甲及び乙と協力して周辺環境の保全に必要な監視・測定体制を整備して環境放射線等

の継続的な監視・測定を実施し、その結果の公表を行うものとする。 

（事前説明等） 

第５条 丙は、研究施設の整備計画、研究計画及び研究内容並びにそれらに変更があった場合につい

て、事前に甲及び乙へ説明を行うとともに、研究成果等について定期的に報告を行うものとする。

（情報公開） 

第６条 丙は、乙の住民への一層の理解を深めるため、少なくとも年１回、研究施設の公開を行うと

ともに、乙が申し出る地域の住民への説明を乙の求めに応じ、適時行うものとする。 

 （防災対策） 

第７条 丙は、災害及び事故の防止のために必要な整備をし、防災体制の強化を図るとともに、乙と

丙が協議の上乙が行う防災対策にも積極的に協力するものとする。 

 （立入調査等） 

第８条 甲及び乙は、乙の住民の安全を確保するため必要があると認めるときは、丙に対して必要な

報告を求め、又は必要な限度において、甲及び乙の職員並びに甲及び乙が指定する者に研究施設へ

立入調査させることができる。 

２ 丙は、前項の立入調査等の際には協 

力しなければならない。 

（Ｄ－Ｄ実験） 

第９条 丙は、Ｄ－Ｄ実験の開始に当たっては、甲及び乙の同意を得るものとする。 

（協議） 

第１０条 この協定に定める事項に関し、疑義が生じたとき、又は定めのない事項については、甲、



乙及び丙が協議して定めるものとする。 

 

 この協定締結の証として、本書５通を作成し、記名押印の上、それぞれ各１通保有する。 
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